
インパクト志向金融宣言への署名について
（2024年4月版）
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1. インパクト志向金融宣言の概要：宣言文

 「インパクト志向金融宣言」
は、民間の金融機関主導の
イニシアティブ
“金融機関の存在目的は包
括的にインパクトを捉え環
境・社会課題解決に導くこと
である”、という想いを持つ
複数の金融機関が協同し、
インパクト志向の投融資の
実践を進める

 参加機関は、組織の代表
者の名で署名を行い、以下
の【宣言文】を実践していく
ことにコミット
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1. インパクト志向金融宣言の概要：特徴

 「インパクト志向金融宣言」は、個別投融資におけるIMMの実践を積み上げていくというボトムアップのアプ
ローチと、インパクト志向金融の経営を推進することを通じ、金融機関の業務全体にインパクト志向の金融
を拡大させていくというトップダウンのアプローチの、双方からの取り組みを推進

 この取り組みを複数の金融機関でアセットクラス横断的に推進していくことで、金融機関が扱う資金の流れ
を可能な限りインパクト志向へと変革させていくことを目指す

個別投融資においてIMMの実践を積み上げる

インパクト志向金融経営を推進する
経営

実務

【トップダウン・ボトムアップ双方からの取り組み】
【アセットクラス横断での推進】

署名機関72社 署名協力機関6社

署名機関のアセ
ットクラス内訳
(‘24.4)
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VC・PEファンド 銀行・信金・信組
資産運用会社・信託銀行 保険
証券 年金基金
その他 署名協力機関



1.インパクト志向金融宣言の概要：Theory of Change (ToC)
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1.インパクト志向金融宣言の概要：中期計画

 集中討議等を経て、2023 年7月のワ
ーキングレベル会合において、インパクト
志向金融宣言では、発足1年を機に、
今後3年間を視野に入れた中期計画を
策定

 「中期計画」には6本の柱からなり、活動
内容を掲げている

 分科会を通じた活動と、全体の活動とし
て推進するものに分類されている
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1.インパクト志向金融宣言の概要：発足後の成果

 2021年11月29日に21の署名機関で発足、2024年4月時点で77機関へ
 2023年には中期計画を策定、分科会の立ち上げを進め、各テーマに沿って本格的な活動を加速
 2024年1月のインパクトファイナンス残高は10兆円を初めて超える
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2. 運営体制と活動内容

 運営委員と分科会の座⾧・
副座⾧が月に1度、運営委
員会を開催

 四半期に一度の総会（全社
会合、ワーキングレベル会
合）に全署名機関・賛同機
関が参加
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（委員長）
 三井住友トラスト・ホールディングス株式会社 フェロー役員 金井 司
（副委員長）

 りそなアセットマネジメント株式会社 チーフ・サステナビリティ・オフィサ
ー 常務執行役員責任投資部担当 松原 稔

（委員）
 コミュニティ・バンク京信 ソーシャル・グッド推進部 部長 石井 規雄
 株式会社静岡銀行 コーポレートサポート部 理事部長 岩本 進也
 第一生命保険株式会社 責任投資推進部 部長 岡崎 健次郎
 三菱UFJ信託銀行株式会社 MUFG AM サステナブルインベストメントフェロー
加藤 正裕

 株式会社慶應イノベーション・イニシアティブ（KII）プリンシパル産学連携学会
理事宜保友理子

 株式会社みずほフィナンシャルグループ サステナブルビジネス部 副部長
末吉 光太郎

 株式会社DGインキュベーション 堤 世良
 株式会社SBI新生銀行 執行役員 サステナブルインパクト推進部長 長澤 祐子
 リアルテックホールディングス株式会社 取締役社長 藤井 昭剛 ヴィルヘル
 GLIN Impact Capital 代表パートナー 中村 将人
 株式会社かんぽ生命 執行役員兼運用企画部長 野村 裕之

 監事  株式会社キャピタルメディカ・ベンチャーズ 青木武士
 明治安田生命相互株式会社 運用企画部責任投資推進室 室長 細川真典



2. 運営体制と活動内容（アドバイザー）
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 水口剛氏

高崎経済大学教授

 木村武氏

責任投資原則（PRI）理事

 松山将之氏

株式会社日本政策投資銀行
設備投資研究所 主任研究員
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分科会(縦ぐし) 
Asset class/ Theme

地域金融分科会

ソーシャル指標分科会

ベンチャーキャピタル分科会

アセットオーナー･アセットマネジメント分科会

融資・債券分科会

運営委員会

• 算入基準検討チーム
• IMM企画チーム
• 海外連携企画チーム
• Executive Leadershipプロジェクトチーム(ELT)
• 自走化プロジェクトチーム
• ・・・ (必要に応じて新設)

企画チーム/プロジェクト(横ぐし)※

報告設置

2. 運営体制と活動内容

 「分科会」はアセットクラス別やテーマ別といった”縦ぐし”で有志のメンバーが集まり、議論・情報共有を行う
会議体、「運営委員会」や「企画チーム/プロジェクトチーム」は、”横ぐし”機能を担い、プラットフォーム全体
に向けた活動を推進していく会議体



2. 運営体制と活動内容

 各分科会は、おおむね月に1回開催(参加できる分科会の数登録メンバーの数は特に制限なし)

座⾧ （2024年1月時点）企画チーム（※）

事務局(SIIF)算入基準検討チーム

今田 克司(SIMI)IMM企画チーム

藤井 昭剛ヴィルヘルム(リアルテック)/中村 将人(GLIN)海外連携企画チーム

※分科会は、追加や変更の可能性があります。
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座⾧ （2024年1月時点）分科会（※）

金井 司(SMTH)/山崎剛（静岡銀行）地域金融分科会

松原稔(りそな)/石井規雄(京都信用金庫) /朝野美里（SBI新生銀行）ソーシャル指標分科会

堤世良(DGｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ)/秦雅弘(GLIN)ベンチャーキャピタル分科会

松本陽子(ティーロープライス)/安間匡明(SIIF)アセットオーナー･アセットマネジメン
ト分科会

末吉光太郎（みずほ銀行）/清水一滴（大和証券）/橋爪麻紀子（日本総研）融資・債券分科会











3. 署名のメリット

 2022年10月に署名機関向けに実施したアンケートでは、参加してよかった点として、分科会活動や勉強
会をとおしたインパクト投資の理解促進、先行事例へのアクセス、署名機関間のネットワーク構築・情報交
換、自社取組への反映といった点が挙がりました。

 今後、海外連携の強化や本イニシアティブのブランド向上にも取り組んで行く予定です。

Q1:インパクト志向金融宣言に参加した感想

期待どおり

52%
期待以上

35%

期待ほどで

はなかった

0% その他

13%

Q2:一番よかった活動

 インパクト投資の理解が進んだ、インパ
クト投資の考え方を「志向」するための
社内の知識や意識醸成に役立った

 インパクトという動きが加速化した
 分科会での先行事例紹介や、様々な

方とアクセスできること
 悩みなどを含めて情報交換ができるから
 前向きな参加者による真摯な議論が

行われており、市場の発展に貢献し得
ること

 内容が実際の投資に基づいたものであ
り、かつ先進的で、非常に勉強になる

 ネットワークの構築・情報共有
 分科会での交流を通じてソーシャル認

証制度への参加が決まった

 分科会活動、勉強会（7名）分科会等

他機関と
のつながり、
業界ネット
ワーク構築

 他機関との意見交換、他社事例を知る事ができた
 業界ネットワーク構築(投資家含む金融機関へのアクセス)、関

係者とのネットワーク拡充
 中小企業金融でのインパクト創出に興味のある金融機関が多

いことを知れた
 インパクトファイナンスに取り組まれる人達と繋がることができたこと
 民間主導でさまざまな取り組みが動き出したこと
 金融機関やVC等側の事業における社会性の理解や認知が広

がったこと

自社取組
への反映

 分科会での交流や勉強会参加を通じて自社の取り組みを具体
的に考えることができたこと

 社内でのESG活動の認知度が上がってきた
 定期的に会合機会があることで、社内でもインパクトにかかる検

討を共有する契機にもなること
 「インパクト指標を通じた対話」を進める議論を展開するきっかけ

となった
15



4. 署名資格・署名手続き

 本宣言に賛同し、組織の代表者（基本的には社⾧、頭取、CEOなど）の名で署名を行って頂ける金融機
関であれば、特に制限はありません。

 署名手続きは、事務局からメールで「確認依頼状」を送付し、それに返信頂くというプロセスです（原本への
捺印等は必要ありません）。詳細については、事務局までお問合せ下さい。

一般財団法人社会変革推進財団
担当 :小笠原、中村、三井
Email:impact-drivenfi@siif.or.jp

【事務局問い合わせ先】

現時点では会費は発生していませんが、2025年度～を目途
に会費制を導入することを計画しています。
2024年1月時点で会費の金額等の詳細は未定であり、署名
機関で議論を重ねたうえで、全社会合等で議決を諮ることにな
ります。

※費用負担について
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5. Q&A

 よくある質問を以下にまとめました。その他の質問についても、お気軽に事務局までお問合せ下さい。

問: 他のイニシアティブとの差異はどのようなものがあるのか?

21世紀金融行動原則:同原則は、持続可能な社会の形成に向けて金融として必要な取り組みを推進するものです。本宣言は、さらに
踏み込んで、金融機関が自らの存在意義としてインパクトの創出に主体的に取り組む意向を持っていること、具体的な投融資や金融商
品の開発において、インパクト測定・マネジメント（IMM）を実践することを推進していくことをうたっています。また、自主的な計画の策定
や各社の取り組みを定期的に共有しあう仕組みが取り入れられており、より本格的に金融機関の組織的なインパクト志向を高め、かつ具
体的なIMMを伴うインパクト投融資を推進する機関が参画する取り組となっています。
責任投資原則（PRI）:PRIはESG要素を投資の意思決定プロセスに組み込む投資家向けのイニシアティブですが、本宣言はESG考
慮のみならず意図的にインパクトの創出を目指すという点が異なります。
責任銀行原則（PRB）:PRBは、PRIの延⾧線上にある銀行向けイニシアティブであり、社会・経済・環境面のインパクト分析を実施
するという点がPRIよりも踏み込んだ内容となっています。PRBのインパクト分析では、既存事業の中で最も重大なポジティブ・ネガティブイン
パクトを与える分野を特定した上で目標/KPIを設定し、それを公開しモニタリングすることが求められています。一方で本宣言では、環境・
社会課題解決への貢献を意図したインパクト志向の投融資において、インパクトの測定（Measurement）および管理
（Management）を実施することを通じて持続的にインパクトの向上を目指していく取り組み（IMMの実践）を想定している点がPRB
とは異なります。
インパクト投資運用原則:IMMの推進を目指す点では同原則も本宣言も同じです。本宣言は、「経営においてインパクト志向を持つこ
と」「IMMに関する取り組み定期的に署名者間で共有・議論すること」を求めている点が異なります。また、署名する国内金融機関が相互
に連携した活動を行うことで、日本国内でインパクト投融資の量的拡大と質的な向上を目指す活動である点も相違点です。
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5. Q&A

 よくある質問を以下にまとめました。その他の質問についても、お気軽に事務局までお問合せ下さい。

問: 「インパクト志向の投融資」とは、具体的にはどのような金融商品が該当するのか?

宣言文の「注１」でも示したとおり、「インパクト志向の投融資」は、GSG国内諮問委員会の定義する「インパクト投資」と同義であり 、融
資・債券・上場株式・未公開株式などあらゆる金融形態を含みます。一方で、本宣言の署名機関は、全アセットクラスでインパクト志向の
金融商品を展開している必要はありません。一部のアセットクラスで先行してインパクト志向の金融商品を展開している、もしくは今後特定
のアセットクラスで取り組もうと計画しているなどでも構いません。各社の取り組みを定期的に共有しあう仕組みが取り入れられており、より本
格的に金融機関の組織的なインパクト志向を高め、かつ具体的なIMMを伴うインパクト投融資を推進する機関が参画する取り組となって
います。
問:「インパクト測定・マネジメント（IMM）の実践に取り組むこと」とは具体的にどういうことか?
具体的な取り組みの在り方やその水準は金融機関の属性により異なるため、本宣言においては「このレベルまでやるべき」といった統一的な
基準は設けず、IMMの多様性を許容していく想定ですが、プログレスレポートでの開示においては、「算入基準」を設けています。
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